
明 治 二 十 五 年 三 月 三 十 一 日

第 三 種 郵 便 物 認 可 日 刊 （ 行 政 機 関 の 休 日 休 刊 ） 〇 〇

¾

編
集
・
印
刷

独
立
行
政
法
人
国
立
印
刷
局

目 次

平
成

™
�
年

˜
™
月

›
日
木
曜
日

第
�
›
™
Ÿ
号

官
報

l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l

〔 公 告 〕

諸 事 項

官 庁
司 法 書 士 懲 戒 処 分 、 建 設 業 の 営 業 の

停 止 命 令 、 建 設 業 の 許 可 の 取 消 処 分

関 係 R

裁 判 所
相 続 、 公 示 催 告 、 失 踪 、 除 権 決 定 、

破 産 、 免 責 、 特 別 清 算 、 再 生 関 係

会 社 そ の 他 L K

〔 告 示 〕

〇 保 険 業 法 第 二 百 九 条 の 規 定 に よ る 届

出 に 関 す る 件 （ 金 融 庁 六 六 ） J

〇 日 本 国 に 帰 化 を 許 可 す る 件

（ 法 務 五 二 四 ）

〇 マ ダ ガ ス カ ル 共 和 国 政 府 に 対 す る 贈

与 に 関 す る 日 本 国 政 府 と マ ダ ガ ス カ

ル 共 和 国 政 府 と の 間 の 書 簡 の 交 換 に

関 す る 件 （ 外 務 三 五 八 ） K

〇 食 糧 援 助 に 関 す る 日 本 国 政 府 と ベ ナ

ン 共 和 国 政 府 と の 間 の 書 簡 の 交 換 に

関 す る 件 （ 同 三 五 九 ）

〇 中 華 人 民 共 和 国 （ 香 港 地 域 及 び マ カ

オ 地 域 を 除 く 。 ） 産 ト ル エ ン ジ イ ソ シ

ア ナ ー ト に つ い て 関 税 定 率 法 第 八 条

第 八 項 及 び 第 九 項 に 規 定 す る 事 実 を

推 定 す る こ と を 決 定 し た 件

（ 財 務 三 六 四 ）

〇 保 安 林 の 指 定 を す る 件

（ 農 林 水 産 一 七 一 一 〜 一 七 二 七 ） L

〇 保 安 林 の 指 定 を 解 除 す る 件

（ 同 一 七 二 八 〜 一 七 三 九 ） N

〇 保 安 林 の 指 定 施 業 要 件 を 変 更 す る 件

（ 同 一 七 四 〇 〜 一 七 四 二 ） O

〇 高 速 自 動 車 国 道 に 関 す る 件

（ 国 土 交 通 一 一 二 三 、 一 一 二 四 ） P

〇 道 路 に 関 す る 件

（ 近 畿 地 方 整 備 局 二 一 三 〜 二 一 五 ） Q

〇 道 路 に 関 す る 件

（ 九 州 地 方 整 備 局 二 四 〇 ）

〔 国 会 事 項 〕 Q

〔 人 事 異 動 〕

内 閣 財 務 省 Q

〔 皇 室 事 項 〕 Q

〔 官 庁 報 告 〕

官 庁 事 項

貸 金 業 法 第 三 十 三 条 第 二 項 の 規 定 に よ

る 日 本 貸 金 業 協 会 か ら の 届 出 に 関 す る

公 示 に つ い て （ 金 融 庁 ） Q

東 北 地 方 整 備 局 公 示 （ 東 北 地 方 整 備 局 ） R

˜


		2014-12-10T09:07:03+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




